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○芸西村移住促進等空き家再生住宅の管理運営に関する条例施行規則 

平成26年９月12日 

規則第９号 

改正 平成28年６月９日規則第11号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、芸西村移住促進等空き家再生住宅の管理運営に関する条例（平成26

年条例第19号。以下「条例」という。）の施行に必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（賃貸住宅選定結果通知） 

第３条 条例第５条の規定に従い、賃貸住宅として選定された空き家に関しては、所有者に

対して芸西村空き家再生等推進事業対象物件決定通知書（様式第２号）による通知を行う

ものとする。 

２ 賃貸住宅として選定されなかった空き家に関しては、所有者に対して芸西村空き家再生

等推進事業対象外通知書（様式第３号）による通知を行うものとする。 

（所有者との契約） 

第４条 条例第６条第１項に規定する賃貸借契約は、土地建物賃貸借契約書（様式第４号）

によるものとする。 

（賃借料） 

第５条 賃貸住宅の貸借料は、空き家再生住宅にかかる土地及び建物の固定資産税相当額及

び、第17条に規定する建物の損害保険に所有者が加入するときは、その相当額とする。 

２ 前項で定める賃借料は、経済情勢、公租公課等の変動などにより必要が生じたときは、

利用期間中であっても、所有者と協議のうえ変更することができる。 

３ 第４条の規定に従い、所有者と芸西村の間で賃貸借契約が締結された日から起算して

10年間は毎年12月末に１年分ずつの賃借料を芸西村が所有者に対して支払うものとする。

賃貸借契約の締結日が同年度の12月以降となる場合には、翌年度の12月に締結日から起

算して算出した賃借料を支払うものとする。 

（空き家再生住宅の名称） 

第６条 空き家再生住宅の名称は、別表(1)のとおり定める。 

（所有者への明渡し） 

第７条 条例第８条第１項の規定する賃貸借契約の解除の届出は、移住促進等空き家再生住
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宅賃貸借契約解除届出書（様式第５号）によるものとする。 

２ 村長は、条例第８条第１項に規定により、賃貸借契約の解除を承認したときは、移住促

進等空き家再生住宅賃貸借契約解除承認通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

（利用申込み） 

第８条 条例第12条第１項の規定により、空き家再生住宅の利用の申込みをしようとする

者（以下「利用申込者」という。）は、移住促進等空き家再生住宅利用申込書（様式第７

号）及び利用申込に係る誓約書（様式第８号）を村長に提出しなければならない。 

（空き家入居者選考委員会） 

第９条 条例第13条の規定による意見を聞くために空き家入居者選考委員会を置く。 

２ 委員会は５人以内を持って組織し、次に掲げる者のうちから村長が委嘱する。 

(1) 村議会議員 

(2) 学識経験者 

３ 前項の委員会の委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間

とし、再任はこれを妨げない。 

（利用決定通知） 

第10条 条例第12条第２項に規定する利用決定者に対する通知は、移住促進等空き家再生

住宅利用決定通知書（様式第９号）によるものとする。 

２ 前項に当てはまらなかった者に対する通知は、移住促進等空き家再生住宅利用不可通知

書（様式第10号）によるものとする。 

（利用者との契約） 

第11条 条例第15条第１項に定する契約は、移住促進等空き家再生住宅賃貸借契約書（様

式第11号）によるものとする。 

（連帯保証人） 

第12条 条例第14条第１項に規定する連帯保証人は、同項に規定するもののほか、次の条

件を具備する者でなければならない。 

(1) 未成年者でないこと。 

(2) 市町村村税等（国民健康保険料・税を含む。）を滞納していないこと。 

２ 利用決定者は、条例第14条第１項に規定する連帯保証人が死亡したとき、又は前項に

規定する連帯保証人の資格を欠くに至ったときその他やむを得ない理由により連帯保証

人を変更しようとするときは、速やかに新たに同項及び前項に規定する資格を満たす連帯

保証人を定め、移住促進等空き家再生住宅連帯保証人変更承認申請書（様式第12号）を
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村長に提出し、その承認を得なければならない。 

３ 村長は、前項の申請があった場合は、連帯保証人の資格を審査し、その変更を承認した

ときは、移住促進等空き家再生住宅連帯保証人変更承認通知書（様式第13号）により当

該申請者に通知するものとする。 

（利用の承継） 

第13条 条例第16条の規定により利用の承継をしようとする者（以下「承継申請者」とい

う。）は、当該利用の承継の原因となる事実の生じた日から30日以内に、移住促進等空

き家再生住宅利用承継承認申請書（様式第14号）を村長に提出しなければならない。 

２ 村長は、前項の申請があった場合は、承継申請者が条例第11条に規定する条件を具備

し、かつ、次の各号のいずれかに該当する認めるときは、利用の承継を承認することがで

きる。ただし、利用者が条例第25条第１号から第６号までのいずれかに該当する者であ

ると認めるときは、利用の承継を承認しない。 

(1) 承継申請者が、入居開始から引き続き当該空き家再生住宅に居住している者である

とき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、村長が承継することが適当と認める特別の事情がある者

であるとき。 

（利用料） 

第14条 条例第17条第１項に規定する利用料は、月額とし、その額は次の各号に掲げる項

目の兼ね合いに応じ、別表(1)に定める額とする。 

(1) 貸出し前に要した修繕費用 

(2) 間取り、延床面積等 

(3) 駐車場の有無 

(4) 立地等 

(5) 修繕積立金 

(6) その他 

（利用料の納付期限の特例） 

第15条 条例第18条第２項の規定により利用料の納付の期限については、その期限となる

日が日曜日若しくは土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178条）に規定す

る休日又は１月２日若しくは同月３日（以下この条において「日曜日等」という。）にあ

たるときは、その日後の直近の日曜日等以外の日をもって当該期限とみなす。 

（利用料の督促） 
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第16条 村長は、利用者が条例第18条第２項に規定する納期限までに利用料を納付しない

ときは、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

（建物の損害保険料） 

第17条 建物の損害保険等への加入は所有者と村長との協議によるものとする。 

（利用者の明渡し） 

第18条 利用者は、空き家再生住宅を明け渡そうとするときは、移住促進等空き家再生住

宅退去届（様式第15号）を村長に提出しなければならない。 

（利用者への明渡し請求） 

第19条 条例第25条に規定する空き家再生住宅の明渡し請求は、移住促進等空き家再生住

宅明渡請求書（様式第16号）により行うものとする。 

（その他） 

第20条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年６月９日規則第11号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表(1)（第６条、第14条関係） 

住宅の

名称 

所有者との契約期

間 

所在地 構造 面積 用途 利用料 

下中1 平成28年2月2日～

平成38年2月1日 

芸西村和食甲

2106番地 

木造平

屋造 

142.07m2(

6LDK) 

移住者支

援住宅 

月額20,000円 

和食浜

西1 

平成28年2月2日～

平成38年2月1日 

芸西村和食甲

4647番地69 

木造平

屋造 

75.91m2(4

DK) 

お試し住

宅 

月額10,000円 
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様式第１号 略 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第10条関係） 

様式第10号（第10条関係） 

様式第11号（第11条関係） 

様式第12号（第12条関係） 

様式第13号（第12条関係） 

様式第14号（第13条関係） 

様式第15号（第18条関係） 

様式第16号（第19条関係） 

 


